
●国内線のみを導入するケース （単位：億円、人） ●国際線を年間3万回導入するケース （単位：億円、人）

直接効果 波及効果 計 国税 地方税 直接効果 波及効果 計 国税 地方税

東京 3,458 3,113 6,571 299 299 45,384 東京 5,587 5,102 10,689 476 477 75,125

神奈川 159 329 489 72 70 15,351 神奈川 306 650 956 137 133 29,044

千葉 27 56 83 12 12 2,614 千葉 22 46 68 10 9 2,051

埼玉 74 152 226 33 32 7,106 埼玉 65 138 203 29 28 6,152

3,718 3,651 7,369 417 412 70,455 5,979 5,936 11,915 652 647 112,372
(2261) (2285) (4546) (235) (234) (41917)

3,358 3,017 6,376 416 414 55,691 3,416 3,189 6,605 461 455 64,518
(58) (172) (229) (45) (42) (8827)

7,076 6,668 13,745 833 826 126,146 9,395 9,125 18,520 1,113 1,102 176,890
(2319) (2457) (4775) (280) (276) (50744)

53% 55% 54% 50% 50% 56% 64% 65% 64% 59% 59% 64%

注１）税収増加、雇用増加には直接効果及び波及効果分を含む。

注２）地方税とは、都道府県税及び市町村税の増加分の合計である。 ※端数処理のため合計が合わない部分がある
注３）１都３県とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県

税収増加 税収増加

＜羽田空港再拡張に伴う経済波及効果（試算）＞
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●国内線のみを導入するケース （単位：億円、人） ●国際線を年間3万回導入するケース （単位：億円、人）

直接効果 波及効果 計 国税 地方税 直接効果 波及効果 計 国税 地方税

北海道 691 627 1,318 81 81 10,724 北海道 600 544 1,144 70 70 9,347

東北地域 202 161 362 23 23 2,981 東北地域 242 193 435 28 27 3,652

関東地域 3,806 3,832 7,638 456 451 78,901 関東地域 6,171 6,343 12,513 738 730 130,552

中部地域 124 106 229 14 14 1,574 中部地域 198 165 363 23 23 2,559

近畿地域 346 318 665 41 41 4,663 近畿地域 586 523 1,109 71 70 7,816

中国地域 442 371 813 51 51 5,484 中国地域 407 340 747 47 47 5,073

四国地域 322 251 573 35 35 4,209 四国地域 244 189 433 27 27 3,199

九州地域 932 822 1,755 108 107 13,614 九州地域 776 684 1,460 90 90 11,404

沖縄 211 181 392 24 23 3,996 沖縄 171 145 316 19 19 3,288

全国計 7,076 6,668 13,745 833 826 126,146 全国計 9,395 9,126 18,520 1,113 1,102 176,890
※端数処理のため合計が合わない部分がある

注１）各地域に属する都府県は右表のとおり。 東北地域 青森、岩手、宮城、福島、秋田、山形
注２）税収増加、雇用増加には直接効果及び波及効果分を含む。 関東地域 東京、神奈川、千葉、茨城、栃木、群馬、埼玉、山梨、長野、静岡、新潟

注２）地方税とは、都道府県税及び市町村税の増加分の合計である。 中部地域 愛知、岐阜、三重、富山、石川
近畿地域 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国地域 岡山、広島、鳥取、島根、山口
四国地域 香川、徳島、愛媛、高知
九州地域 福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島

＜羽田空港再拡張に伴う経済波及効果（試算）＞
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計  測  方  法 

 

1. 再拡張によって、地方の空港における羽田空港路線の旅客数等の増加及び地方への外国人の訪問により、

地方の各地域に生じる経済波及効果を計測。 

2. 基本的な計測の考え方は、１都１０県を対象とした経済波及効果の計測と同様。 

3. 「直接効果額」は、便数増・旅客増・貨物増により直接増加する生産額を、以下の項目ごとに計測 

・ 空港関連産業の売上；地方の各空港内の飲食店・土産店、貨物取扱業者、燃料供給業者等の売上の増加分 
※各空港の従業者数と各地域の従業者１人あたりの生産額より、地方の原単位を設定 

    飲食店・土産店等→＝「現在の売上高」×「旅客の増加割合」 
    貨物取扱業者等→＝「現在の売上高」×「貨物の増加割合」 
    燃料供給業者等→＝「現在の売上高」×「発着回数の増加割合」 

・ 交通ｱｸｾｽ消費；地方の各空港までのｱｸｾｽ及び各空港からのｲｸﾞﾚｽに係る鉄道運賃等の交通費の増加分 
※各地域ごとに平均ｱｸｾｽ費用の原単位を設定 
＝「１人当たりの平均ｱｸｾｽ(ｲｸﾞﾚｽ)額」×「旅客の増加分」 

・ 航空券の売上；地方に居住し、各地域の空港出発の羽田路線旅客が購入する航空券による航空会社の売上の増加分 
      ＝「１人当たりの平均航空運賃額」×「旅客の増加分」 

・ 国内旅行に伴う消費；１都１０県に居住し、羽田空港から出発して、地方の各地域を訪問し宿泊する国内航空旅客の宿                     
泊費等の消費額の増加分 

＝「国内航空利用者の宿泊費等の１人当たりの平均消費額」×「旅客の増加分」 

 



・ 外国人の消費；羽田空港を利用して海外から訪日する外国人が、地方の各地域を訪問し、そこで消費する宿泊費等の
消費額の増加分 

＝「外国人旅行者の宿泊費等の１人・１日当たりの平均消費額」×「平均宿泊数」×「外国人旅客の増加分」 

・ 貨物輸送費；地方の各地域の空港を出発し羽田空港着便を利用する貨物を輸送する場合に、荷主が航空会社に支払う
輸送運賃の売上の増加分 

＝「輸送１回あたりの平均航空運賃額」×「貨物輸送回数増加分」 

4. 「波及効果額」は、直接効果額をもとに、各地域ごとに産業連関表を用いて計測 

5. 「粗付加価値額の増分」は、直接効果額増・波及効果額増をもとに、各地域ごとに産業連関表を用いて計測 

6. 「税収増」は、粗付加価値額の増加分に各種税率を乗じて計測 

7. 「雇用増」は、粗付加価値額の増加分を従業員１人あたりの粗付加価値額で除することにより計測 

 


